
わ
が
国
は
、か
つ
て「
河
野
談
話
」（
一
九
九
三
年
）

「
村
山
談
話
」（
一
九
九
五
年
）を
日
本
国
政
府
の

見
解
と
し
て
発
表
し
た
が
、
こ
れ
は
歴
史
的
事
実

と
し
て
証
拠
の
な
い
風
評
を
公
式
見
解
と
し
た
も
の

で
あ
る
。
そ
の
結
果
、
先
の
大
東
亜
戦
争
で
亡
く

な
ら
れ
た
約
三
百
万
人
の
英
霊
と
そ
の
遺
族
に
対

し
、
由
々
し
き
罪
悪
感
と
戦
後
に
生
き
た
わ
が
国
、

国
民
に
対
し
て
、
い
わ
れ
な
き
自
虐
史
観
を
押
し
つ

け
、
こ
の
国
の
歴
史
認
識
を
大
き
く
誤
ら
せ
た
こ

と
を
、
政
府
と
し
て
こ
こ
に
公
式
に
反
省
す
る
。

先
の
大
東
亜
戦
争
は
、
欧
米
列
強
か
ら
、
ア
ジ
ア

の
植
民
地
を
解
放
し
、
白
人
優
位
の
人
種
差
別
政

策
を
打
ち
砕
く
と
と
も
に
、
わ
が
国
の
正
当
な
自

衛
権
の
行
使
と
し
て
な
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
政

府
と
し
て
今
一
歩
力
及
ば
ず
、
原
爆
を
使
用
し
た

ア
メ
リ
カ
合
衆
国
に
敗
れ
は
し
た
も
の
の
、
ア
ジ
ア

の
同
胞
を
解
放
す
る
た
め
の
聖
戦
と
し
て
、
日
本
の

神
々
の
熱
き
思
い
の
一
部
を
実
現
せ
し
も
の
と
考

え
る
。

日
本
は
今
後
、
い
か
な
る
国
で
あ
れ
、
不
当
な

侵
略
主
義
に
よ
り
、
他
国
を
侵
略
・
植
民
地
化
さ

せ
な
い
た
め
の
平
和
と
正
義
の
守
護
神
と
な
る
こ
と

を
こ
こ
に
誓
う
。
国
防
軍
を
創
設
し
て
、
ひ
と
り

自
国
の
平
和
の
み
な
ら
ず
、
世
界
の
恒
久
平
和
の

た
め
に
尽
く
す
こ
と
を
希
望
す
る
。
な
お
、
本
談

話
に
よ
り
、
先
の「
河
野
談
話
」「
村
山
談
話
」は
、

遡さ
か
の
ぼっ
て
無
効
で
あ
る
こ
と
を
宣
言
す
る
。

平
成
二
十
五
年
　
八
月
十
五
日

―
私
案
―

大
川
談
話

「アジアの希望は、植民地体制
の粉砕でした。大東亜戦争は、
私たちアジア人の戦争を日本が
代表して敢行したものです」

「日本軍の緒戦の勝利により、
欧米のアジア支配は粉砕され、
アジア人は自分たちも欧米人に
負けないという自信を持った」

インドネシア元首相

モハメッド・ナチール

シンガポール第 2代首相

ゴー・チョクトン

河野談話　平成 5年、河野洋平官房長官（当時）が、従軍慰安婦問題への旧日本軍の関与を認めた談話
村山談話　平成 7年、村山富市首相（当時）が、アジア諸国への植民地支配と侵略を認めた談話

大
川
隆
法
党
総
裁
は
、
先
の
大
戦
を
巡
る
、
政
府
の
公
式
見
解
を

改
め
る
参
考
と
し
て
、
平
成
二
十
五
年
に
「
大
川
談
話
―
私
案
―
」

を
発
表
し
て
い
ま
す
。

世界のリーダーとしての日本へ
アジア諸国リーダーの証言「先の大戦は日本の侵略戦争であっ

た」という“自虐史観” は東京裁判に
よって確立され、戦後、日本に蔓延しま
した。しかし、今日の歴史研究の結果、
戦後 “ 常識 ”とされてきた歴史観は公
平な史実に基づいておらず、特に、「南
京大虐殺」「従軍慰安婦の強制連行」は
日本のマスコミの扇動や中国・韓国の
捏造であることが分かっています。
大東亜戦争が日本の自衛戦争であっ

たことは、連合国軍最高司令官を務め
たダグラス・マッカーサーも認めていま
す。また、「欧米の植民地支配打破」と
いう大東亜戦争の理念は、戦後、結果
として実り、アジアの諸国が植民地から
独立国へと飛翔しました（右コラム参照）。
現在、東京裁判史観の影響もあって、

日本の防衛力強化には国内外から根強
い反対がみられますが、日本は、北朝
鮮のミサイルや中国の覇権主義、軍事

拡張に備えるためにも、憲法９条の改
正を行う必要があります。
平成 27 年８月の「安倍談話」では不

十分であり、改めて、「河野談話」「村山
談話」の白紙撤回を求めます。自虐史
観の清算、防衛力強化など、主権国家
として毅然とした体制づくりが不可欠
です。戦後74年を越えた今、日本は世
界のリーダー国となるべく、新しい国づ
くりに取り組むべきです。



この国に
誇りと自信を

日本を骨抜きにするために、ＧＨＱが作りあげた
「自虐史観」。日本を守るために戦った先人たちの
思いや誇りを未来につなぐためにも、戦後 74 年を
迎えた今、日本は大局観をもって、世界の大国と
しての責務を自覚する必要があります。
いま中国は、ウイグル人を強制収容するなど苛烈
な人権弾圧を行い、香港では民主化を求めるデモ
の鎮圧のため人民解放軍の行使も危惧されている
など、覇権主義の野望をあらわにしています。
日本は自分の国を自分で守れる国となるとともに、
日本が世界の平和と繁栄に貢献するリーダー国と
してイノベーションすべき時です。この国の未来を
拓くため、今が正念場です。

大川隆法

日本は大国としての
義務を果たすべき時です
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党員募集
①幸福実現党の理念と綱領、政策に
賛同される方　②満18歳以上の方

入党資格
幸福実現党にあなたも参加しませんか

○ 正党員の党費は年額5,000円、学生の正党員の党費は年額2,000円です。
○ 資格期間は、党費を入金された日から1年間です。 
○ 正党員には、不定期で機関紙「幸福実現NEWS」が送付されます。

発行所  幸福実現党本部  〒107-0052 東京都港区赤坂2-10-8   電話03-6441-0754　©幸福実現党本部2019年

入党希望メールアドレス     kofuku@hr-party.jp
公式ホームページ     　　hr-party.jp

幸福実現党 党首

1969年、東京都生まれ。國學
院大學文学部史学科卒業。大
手家庭紙メーカー勤務を経て、
1994年、幸福の科学に奉職。
常務理事などを歴任。幸福実
現党に入党後、女性局長など
を経て、2013年7月より現職。
日本で唯一の女性党首として
奮闘中。

定価 1,620円(税込)幸福の科学出版 刊

幸福実現党創立者 兼 総裁

日本の使命「正義」を世界に
発信できる国家へ

全国の書店やAmazon 等のネット書店でお求めいただ
けます。（幸福の科学の支部・精舎でもお求めいただけます。）

戦後 74年 終戦の日に寄せて

政府も野党もマスコミも、なぜ黙っているのか?
中国に飲み込まれる香港の自由と民主主義。香港200万人デモの次は台湾、
尖閣・沖縄にも悲劇が。
ホルムズ海峡「タンカー攻撃事件」に隠された警告
信念も哲学もない安倍外交の限界。中東と米国の対立の根源にある原因を
説き明かす。


